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パブリックコメントで提出された意見の反映状況 

 

１.パブリックコメントの実施結果 

 実施期間：2017（平成 29）年 12 月 15 日から 2018（平成 30）年１月 19 日まで 

 総意見数：23 件（２通。うち、窓口１通、ホームページ意見送信フォーム１通） 

 

 ●採否の対応区分  

記号 対 応 区 分 件数 

○ 意見を反映し、素案を修正したもの ４件 

□ 意見の趣旨や考え方が既に素案に盛り込まれているもの 10 件 

■ 意見は反映させないが、今後検討を行っていくもの ６件 

▲ その他素案とは直接関係しないが、今後参考としていくもの ３件 

 

２.提出された意見及びその採否 

 

 提出された意見とその対応は以下のとおりです。 

NO 関連する項目 意見の概要 
対応 

区分 
採否の理由 

１ 第１部 総論 

地域包括ケアシステ

ムの強化のための介

護保険法等の一部を

改正する法律のポイ

ント 

 

全世代・全対象型地域包括支援体制 

縦割りの隙間をどう埋めていくか。

当事者は、窓口をまわってその都度

説明するのは、負担だし、「伝言ゲ

ーム」が起こる。「窓口の総合相談」

は、2021 まで。 

地域包括ケア・生活困窮・その他。

家族の在り方や地域社会が変わっ

てきている。 

引きこもり（青年期以降）、8050、

老障介護、支援拒否、若年性認知症、

がん患者の就労や地域生活、高次能

機能障害、医療ケア児など。 

○ 

全世代が「我が事・丸ごと」として

主体的にとらえる地域共生社会を

推進していくにあたり、関係所管及

び関係機関と連携した支援体制の

構築をすすめていきます。地域福祉

計画及び他の関連する個別計画の

見直し時に、連動的に検討をしてい

きます。 

（P48） 

 

２ 同上 「我が事・丸ごと地域共生社会」の

実現は、高齢者を含めた逗子市全体

のめざす方向性であり、高齢者保健

福祉計画においても、高齢者分野で

どのように目指すのかを明記する

べきではないのか。 

その際に、高齢者支援を在宅を基盤

に、要介護状態の重度化を予防する

とりくみが求められ、それには、主

たる介護者である家族が支援も不

可欠である。 

□ 

高齢者分野で目指す方向性は、本計

画での基本理念及び目標（P47～49）

に明記しています。 

総合事業や認知症施策を推進し、高

齢者のみならず、地域の多様な生活

課題の解決に向けて取り組む中核

として、地域包括支援センターの機

能強化を進めていきます。 

また現在、地域包括支援センターを

中心に、「地域ケア会議」を開催し

地域課題への取り組みを行なって
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また、8050 問題のようにニーズが複

合的な場合もあり、介護以外の課題

に気づく視点が、身近な圏域の専門

職やその所属する組織に求められ

る。つまり、できれば、地域包括支

援センターが高齢者介護のみに専

門的な視点を持つのではなく、地域

福祉の視点を持ちニーズキャッチ

を行い、連携を図る体制を整えるこ

とが必要。 

しかし、現実的に、地域包括支援セ

ンターがそのような機能を持つこ

とが難しければ、市が整備を進めて

いる小学校区ごとの住民協を基盤

に、体制整備を進める必要がある

（逗子小はどうするか？）。 

そのための、研修や職員配置を増や

すための計画が必要ではないか。 

います。住民自治協議会などの多様

な関係機関との協働も行なってお

り、今後も連携や協働を推進してい

く予定です。 

３ 第１部 総論 

介護予防・日常生活支

援総合事業（新しい総

合事業）の構成 

「介護予防・日常生活支援総合事

業」については、現実的に B 型の整

備が急がれると思う。先送りする

と、2025 年に何億という予算が必要

になる。その前に、住民協ごとにニ

ーズ調査を行い、1 日安全に過ごし

てくれれば大丈夫、という人がどの

くらいいるか把握する。そういう人

は、介護保険サービスではなく、新

サービスで対応が可能では。 

ヘルパーも、生活のために来ないと

ダメな人には来てもらう必要があ

るが、生活支援であれば、ヘルパー

でなくても大丈夫という人は、大体

３～４割程度と予測される。そうし

た新しいサービスに移れる人を、5

地区に分けてマッピングして落と

していくと、大体 1 地区に７～10 人

前後。では、その 10 人の人が週 1

回安心して過ごしてもらえる居場

所を拠点整備し、予防のためのプロ

グラムをやってもらえないか。７～

８人を週 1回、多少お金が出ますよ、

プログラムは生活支援コーディネ

ーターがお手伝いしますよ、お金も

いくばくか出ますよ、とすれば、「や

っても良い」という住民が出てくる

のでは。そして、1週間 1回 10 人が

過ごせればいいところができる。そ

れを推進するのが生活支援コーデ

ィネーターとはっきりさせて、早く

移行させることが求められる。 

そこに、地域共生社会として、子育

てが来ても、障害が来ても、という

○ 

介護予防・日常生活支援総合事業に

おける、訪問型・通所型サービスの

住民主体による支援（B 型）は、本

計画期間中に設置をする予定です。

P63 に計画目標を記載しています。

設置に向けては、ご意見を参考にさ

せていただき、生活支援コーディネ

ーターを効果的に活用した生活支

援体制の整備を行なっていきます。 
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プラスアルファは自由とする(現

在、久木のサロンなどで、世代間交

流も実施されている)。そうしたニ

ーズに基づいて，ここの地区には要

支援１～２がこれだけいて、移行で

きそうで、どういうプログラムを作

れば良いかを住民と話し合いなが

ら作っていく目標を作れば、生活支

援コーディネーターが何をしなけ

ればならないかはっきりしていく。

いたずらに「地域づくり」とか「居

場所づくり」とか言っても、絶対で

きない。個々の地区は 6人、ここは

13 人、と具体的にしていくと、やら

なければならないことが見えてく

る。それをこの 3年間で推進する体

制が必要では。 

４ 第１部 総論 

２逗子市の将来フレ

ーム 

２－２基本的な考え

方 

（２）基本目標 

 

地域包括ケアシステム構築に向け

て、「住まい」を起点として在宅介

護・看取りを推進するならば、医療

の往診機能の強化がまず必要では。

医師会と合意形成、連動しないと地

域包括ケアシステムは構築できな

い。そのプランがほしい。 

□ 

在宅医療・介護連携の推進について

は、2013（平成 25）年度から逗葉

医師会、逗葉歯科医師会、逗葉薬剤

師会、行政等で検討を進め、2017

（平成 29）年 10 月に「逗葉地域在

宅医療・介護連携相談室」を市と葉

山町共同で設置しました。今後、当

相談室が中心となり医師を含む関

係職種で継続的に話し合う場とし

ての多職種連携会議や連携強化の

ための多職種連携研修会を行いま

す。   

また、医師会でも訪問診療・往診を

行う医師の紹介等を行う「逗葉医師

会在宅医療相談窓口」及び訪問診療

を行う医師の意見交換と情報共有

の場となる「逗葉在宅医会」を設置

し、独自に往診機能の強化を図って

います。 

（P56） 

５ 第 2部 各論 

１ 地域包括ケアシ

ステムの構築 

基本目標１ 地域包

括ケアシステムの深

化・推進  

施策の方向性（２）医

療・介護連携の推進 

①地域包括ケアシス

テム推進事業 

 

地域ケア会議で課題の把握を行っ

た後の解決に向ける流れや、どこが

主体となって課題に取り組むのか

明確にしてほしい。 
□ 

P56 に記載のとおり、地域ケア会議

は、地域包括支援センターと生活支

援コーディネーターが中心となっ

て、課題の把握や支援方法について

関係機関と連携して行なっており、

今後も開催を推進していきます。 

６ 社会基盤の整備とは、具体的にどの

様なことをイメージしているのか

がわからない。 〇 

ここで示している社会基盤とは、地

域包括ケアでいう医療や介護サー

ビス、生活支援サービス、それを担

う人材のことを指しています。 

（P56） 

７ 同  上 

②在宅医療・介護連携

推進事業 

 

「逗葉地域在宅医療・介護連携相談

室」というものが関係事業所にまだ

まだ知られていない様に思う。もっ

と周知を広げてほしい。介護事業所

□ 

これまで、案内チラシの作成、介護

事業所等への訪問、市広報への掲載

などによる周知を行っています。ご

意見のとおり、今後は多職種連携会
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にとって期待できるものになって

ほしい。 

議や研修会等を通じ、周知を広げる

とともに、介護事業所とのさらなる

連携を図っていきます。 

（P56） 

８ 介護保険利用者や事業所に関わる

相談が多いと考えるが、高齢介護課

との連携は重要と考えます。 
□ 

ご意見のとおり、引き続き連携して

いきます。 

（P56） 

９ 第 2部 各論 

１ 地域包括ケアシ

ステムの構築 

基本目標１ 地域包

括ケアシステムの深

化・推進  

施策の方向性（3）高

齢者と介護者の在宅

生活の支援 

①生活支援体制整備

事業 

 

生活コーディネーターの役割や、具

体的な活動内容を教えてほしい。多

様な主体によるサービスの創設と

いうことだが、地域の課題を検討す

る地域ケア会議の頻度で足りると

は思えない。他の方法でも同時に取

り組む様な仕組みもあっていいよ

うにおもう。また、地域ケア会議で

抽出された課題を解決に向けるた

めには会議後の取り組みが重要と

考える。生活コーディネーターだけ

でできることではないと思う。地域

住民や事業者にも声をかけ一緒に

行うことを考えてほしい。 

■ 

生活支援コーディネーターは、高齢

者の生活支援・介護予防サービスの

体制整備のための、地域資源の開発

やネットワークの構築、生活ニーズ

とのマッチングを行ないます。 

地域ケア会議の頻度は、検討内容の

テーマによっても増減すると考え

られるため、生活支援コーディネー

ターのみならず、住民や介護サービ

ス事業者等と協働して検討してい

きます。 

10 同  上 

②ひとり暮らし高齢

者訪問事業 

 

一年に二回程度の訪問とあるが、そ

れだけで高齢者の生活状況や身体

状況の変化は把握できないと思う。

施策の方向性（４）①「一人暮らし

高齢者実態把握事業」の民生委員に

よるひとり暮らし高齢者の状況確

認と安否確認との連携はできるの

か？ 

■ 

ひとり暮らし高齢者訪問事業は、１

年に２回の頻度の訪問ですが、別

途、民生委員・児童委員の「高齢者

実態把握事業」や地域包括支援セン

ターによる随時訪問及び市ケース

ワーカーによる訪問も必要に応じ

て実施しております。各事業の連携

については、毎月１回「独居高齢者

等情報交換会」を開催し、情報共有

に努めています。 

 

11 第 2部 各論 

１ 地域包括ケアシ

ステムの構築 

基本目標１ 地域包

括ケアシステムの深

化・推進  

（4）地域共生社会の

推進 

①ひとり暮らし高齢

者実態把握事業 

民生委員の活動と（３）②「ひとり

暮らし高齢者訪問事業」や他の住民

主体の事業所との連携なども積極

的にできることが介護予防や早期

発見につながると思う。 ■ 

民生委員・児童委員の活動との連携

は、各地区民生委員児童委員協議会

の毎月開催される会議に各地域包

括支援センターも出席し、情報共有

等の連携に努めています。住民主体

の事業所との連携は、今後検討を行

っていきます。 

12 同 上 

③社会福祉協議会と

の連携・協働 

 

地域福祉を図ることが目的とのこ

とだが、地域福祉とは地域の住民と

の活動の中に生まれた地道な信頼

関係づくりがあってこそだと思う。

時間と手間のかかる作業を「持ち

味」と考えている。発揮できる様支

援していただきたい。 

社会福祉課の捉える「持ち味」を聞

かせてほしい。 

□ 

本市は安心生活サポート事業を、社

会福祉協議会（以下、「社協」）と共

に実施していました。現在は社協の

事業として継続しています。 

事業創設後８年を経過した中で、お

互いさまの認識が浸透し、地域住民

が地域の課題を自らの課題と捉え

る風土が醸成されつつあるのは、社

協がその特性を発揮し、地域に根付

いた活動を地道に進めてきた結果

であると考えています。 
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このような社協との一体的な事業

推進は、本市にとっての強味であ

り、持ち味でもあると考えていま

す。今後も地域福祉推進に欠かせな

いパートナーとして連携・協力して

いきます。 

（P60） 

13 同 上 

④民生委員・児童委員 

 

（３）②「ひとり暮らし高齢者訪問

事業」や（４）①「一人暮らし高齢

者実態把握事業」と同様同じ様な内

容の事業と考えるが、自由な連携の

形ができ役割分担が広がり負担が

偏らない様に取り組んでほしい。 

□ 

民生委員・児童委員は、民生委員法

に基づき厚生労働省から委嘱され、

自らが地域住民であるからこそ把

握できる、困りごとを抱える等の地

域住民情報を、行政や関係機関へ繋

ぐ役割を担っています。 

「高齢者実態把握事業」は、民生委

員児童委員協議会が受託し、支援が

必要な高齢者等の見守り活動と共

に実施しているものです。 

今後もその役割が十分に発揮でき

るよう、活動環境の整備を支援して

いきます。 

（P61） 

14 第２部 各論 

基本目標２ 

自立支援・重度化防止

に向けた取り組み 

（１）介護予防・日常

生活支援総合事業の

推進 

①介護予防・生活支援

サービス事業 

 

予防・悪化の防止の目的に対し、緩

和の基準がどう作用するかを事業

所の責任と捉えず、一緒に検証する

必要があると考える。人材に関して

も不足しているのは明確で、市内高

齢者の実態を数字などで捉えてい

る市が必要な人員数や育成等の計

画を明らかにしてほしい。担い手不

足の問題を事業所責任とされては

困る。 

■ 

総合事業の多様なサービスの設置

は、住民の生活ニーズを把握し、地

域の実情に応じたものを設置する

必要があります。 

人材不足については、社会福祉協議

会で介護職員初任者研修を実施し

ているところではありますが、市や

サービス事業者が連携して行なう

育成方法の実施体制を今後具体的

に検討していきます。 

 

15 同 上 

②一般介護予防事業 

 

（３）地域介護予防活動支援事業 

具体的に高齢者サロンのことと考

えて良いか？「年齢に分け隔てな

く」とかいてあるが 65 歳未満でも

良いということか？ 

 

▲ 

原則 65 歳以上の者全員を対象とし

ていますが、サロンの取り組みの内

容によって、対象者を限定している

場合があります。 

16 補助金の要件がサロン運営者（住民

主体）の使いやすい形となっていな

い様に感じる。参加者の人数や開催

時間数、補助金の使用用途の制限

等、運営者側の意見なども取り入れ

ることにより持続可能なサロンに

なると考える。 

▲ 

地域介護予防活動支援事業は、国の

示している地域支援事業実施要綱

に基づいて、補助要件を設定してい

ます。地域の実情に応じた内容とし

ていくために、ニーズを把握し、情

報交換会などで意見を聴取したう

えで、今後の在り方について検討し

ます。 
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17 同 上 

④男性の健康料理教

室 

 

料理教室参加者より発展させ男性

のサロン運営参加につなげてほし

い。総合事業の生活支援サービスに

も重要な協力者になれると考える。 ■ 

参加者で他者との交流を求める方

も多く、教室卒業後は自主的な料理

グループを作り、数年活動を続ける

方もいます。今後、地域の情報を幅

広く参加者へ伝えることで、サロン

の運営参加につなげられる可能性

があると考えます。 

18 同 上 

⑤食生活改善推進員

養成講座 

 

食生活改善推進委員がどの様な場

面で活躍できるのかがわからない

と希望する人が増えるとは思えな

い。参加者の目標値が三倍以上にな

っているが周知の工夫は具体的に

計画されているのか。 

○ 

食生活改善推進員は、市で実施する

食に関する様々な教室で講師とし

て活躍する他、自らが主体となって

地域住民を対象に料理教室を開催

するなど、地域に根差した幅広い活

動を行っています。今後は、担い手

になり得る方が参加する市事業や

関連団体での活動等を通して、より

多くの方に食生活改善推進員の存

在を知ってもらい、希望者を増やし

ていきたいと考えます。また、養成

講座の日数や内容を見直し、より参

加しやすい環境を整備します。この

ため、目標値についても見直しまし

た。 

（P66） 

19 第２部 各論 

基本目標２ 

自立支援・重度化防止

に向けた取り組み 

（２）生きがい・社会

参加の促進 

①生きがい推進事業 

市内公衆浴場が一軒しかなく、居住

地域によって偏りがある。地域ごと

にこの様な交流の場を検討する必

要があると思う。空き家などの利用

を検討してはどうか。 
▲ 

空き家などの個人資産の運用につ

いては、所有者や主にその親族の意

向が優先されることから、今後の検

討課題とさせていただきます。 

20 同 上 

④福祉バス運行事業 

 

高齢者センター利用者だけではな

く買い物支援に使えないか。また、

高齢者サロン拠点等に停留所をも

うけることはできないか。 

■ 

福祉バスは、関東運輸局へ道路交通

法第 43 条第１項に規定する特定旅

客自動車運送事業の免許を取得し、

運営しています。特定旅客の許可

は、何らかの方法で特定される者に

対して、特定される場所の送迎に限

られるもので、複数の場所を自由に

乗り降りすることができません。自

由に乗り降りするためには、一般旅

客自動車運送事業の免許が必要で

すが、既存の公共交通を圧迫又は競

合するような許可はされません。 

意見にあるような事業を実施する

ためには、別の仕組みを検討しなけ

ればならず、当該事業へは反映でき

ませんが、今後検討を行っていきま

す。 
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21 第２部 各論 

基本目標 3  

高齢者の尊厳を支え

る取り組みの推進 

（１）認知症施策の総

合的な推進 

①認知症総合支援事

業 

（１）認知症初期集中支援推進事業 

総合事業、高齢者サロンなどが展開

される中で、初期の認知症の方々の

支援は専門職につながると考える

が、認知症集中支援チームの働きが

わからない。 

□ 

認知症初期集中支援チームは、認知

症症状が疑われる者に対して、訪

問、観察、評価、家族支援等の初期

支援を包括的、集中的に行ないま

す。 

（P71） 

22 第２部 各論 

基本目標 4  

介護保険サービスの

基盤強化 

（１）介護保険サービ

スの充実・強化 

①居宅（介護予防）サ

ービス 

認定者数の推移から、必要なサービ

ス量を確保するとのことだが具体

的な目標人数や確保の具体案はあ

るのか。 

 □ 

各サービスの給付見込み及び利用

人数の推計については、素案 P85～

94 に記載しています。 

推計については、地域包括ケア「見

える化」システムにより、過去の実

績に基づいて算出しています。 

23 第２部 各論 

基本目標 4  

介護保険サービスの

基盤強化 

（２）市町村特別給付

の実施 

①市町村特別給付事

業 

どれだけの対象者がいて利用され

ているのか。ＮＰＯ等移動サービス

に補助金事業として委託し、特別給

付事業対象者へのサービスを担っ

てもらうことではいけないのか。通

院など希望時間も重なる場合が多

く、十分に利用希望に応えられてい

るのか。 

□ 

年度別の利用実績については、P88

に利用者数、P94 に給付実績を記載

しております。 

ご意見につきましては、今後検討を

行っていきます。 

 


